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（単位 ： 円）

資産の部

Ⅰ　固定資産

１ 　有形固定資産

土地 44,843,400,000

減損損失累計額 234,190,000 44,609,210,000

建物 36,978,971,482

減価償却累計額 13,419,393,338 23,559,578,144

建物附属設備 29,087,594,561

減価償却累計額 21,428,653,775 7,658,940,786

構築物 5,691,164,952

減価償却累計額 3,770,552,616 1,920,612,336

機械及び装置 15,472,676

減価償却累計額 11,347,569 4,125,107

工具、器具及び備品 37,233,032,775

減価償却累計額 29,492,440,968 7,740,591,807

図書 2,700,249,383

美術品・収蔵品 49,214,924

船舶 16,102,376

減価償却累計額 16,102,360 16

車両運搬具 61,126,470

減価償却累計額 45,117,825 16,008,645

建設仮勘定 2,882,000

有形固定資産合計 88,261,413,148

２　 無形固定資産

特許権 12,629,906

ソフトウェア 55,141,769

水道施設利用権 3,796,200

電話加入権 1,456,000

特許権仮勘定 14,859,892

無形固定資産合計 87,883,767

３　 投資その他の資産

投資有価証券 3,957,171,975

破産更生債権等 6,470,843
徴収不能引当金 6,470,843 0

長期前払費用 23,820,489

投資その他の資産合計 3,980,992,464

固定資産合計 92,330,289,379

Ⅱ　流動資産

現金及び預金 12,104,545,676
未収学生納付金収入 118,440,000
未収附属病院収入 5,069,965,140

徴収不能引当金 9,787,786 5,060,177,354
未収金 811,826,184
有価証券 2,000,000,000
たな卸資産 14,679,220
医薬品及び診療材料 784,766,437
前渡金 5,787,202
前払費用 55,558,385
未収収益 10,065,672
立替金 2,245,837
未収消費税 8,734,900

流動資産合計 20,976,826,867

資産合計 113,307,116,246

貸　　借　　対　　照　　表      
　　　（令 和 ４ 年  ３ 月 ３１ 日）          　
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負債の部

Ⅰ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 3,762,881,290
資産見返補助金等 1,017,667,041
資産見返寄附金 3,058,020,597
建設仮勘定見返寄附金 2,882,000
特許権仮勘定見返運営費交付金等 8,653,591
特許権仮勘定見返補助金等 2,828,435
特許権仮勘定見返寄附金 382,906
資産見返物品受贈額 2,160,876,046 10,014,191,906

大学改革支援・学位授与機構債務負担金 1,671,325,527
長期借入金 13,053,124,000
退職給付引当金 435,658,515

61,882,632
長期未払金 1,172,361,420
預り保証金 84,500,000

固定負債合計 26,493,044,000
Ⅱ　流動負債

99,458,607
寄附金債務 7,672,336,221
前受受託研究費 505,013,777
前受共同研究費 554,289,824
前受受託事業費等 135,951,211
前受金 94,492,055
預り科学研究費補助金等 276,475,874
預り金 216,570,095
一年以内返済予定大学改革支援・学位授

与機構債務負担金

一年以内返済予定長期借入金 1,165,697,000
未払金 7,771,922,733
未払費用 855,965
前受収益 7,600,000
賞与引当金 191,406,075

24,673,000
流動負債合計 19,248,355,268
　 負債合計 45,741,399,268

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 46,734,873,432
資本金合計 46,734,873,432

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 27,398,548,019
損益外減価償却累計額（－） -20,142,752,330
損益外減損損失累計額（－） -234,190,000

-13,985,037
民間出えん金 1,041,094,212

資本剰余金合計 8,048,714,864
Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 8,656,617,583
教育、研究、診療等積立金 321,966,563
積立金 2,097,403,713
当期未処分利益 1,721,305,148

利益剰余金合計 12,797,293,007
Ⅳ　その他有価証券評価差額金 -15,164,325

　 純資産合計 67,565,716,978
　　　負債純資産合計 113,307,116,246

資産除去債務

預り補助金等

531,612,831

損益外利息費用累計額（－）

(うち当期総利益 1,721,305,148)

資産除去債務
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注記　１．本学が有している土地、建物の一部（26,370,116,410円）を大学改革支援・学位授与機構長期借入金（14,218,821,000円)

①  貸借対照表日後１年以内のPFI期間に係る未経過PFI費用 23,018,518円
②  貸借対照表日後１年を超えるPFI期間に係る未経過PFI費用 598,481,468円
なお、支払予定額は、物価変動に伴い改定されることがあります。

①

　　　附属病院に関する借入金の元金償還額の累計 36,362,823,070円
　　　当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計 26,972,446,487円
　　　利益剰余金に与える影響額（差引き） 9,390,376,583円

②

1,142,293,053円

③
26,886,032円

④
653,276,272円

11,212,831,940円

　国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料につい
て、国からの出資ではなく譲与としたことによるもの

　　　　４．運営費交付金から充当されるべき賞与の当期末見積額は802,517,148円であります。

　　　　６．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

　国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合い
の資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

　国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見
返物品受贈額戻入が二重になっていることによるもの
　　　法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価
　　　償却費が診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計

　国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、
国からの出資でなく譲与としたことによるもの

　　　　５．PFIによるサービス部分の対価の支払予定額は次のとおりです。

　　　　３．運営費交付金から充当されるべき退職一時金の当期末見積額は10,274,730,858円であります。

　　　　　の担保に供しております。

　　　　２．期末における債務保証の総額は2,202,938,358円であります。
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（単位 ： 円）

経常費用

業務費

教育経費 2,070,039,840

研究経費 2,856,375,657

診療経費

材料費 11,252,713,936

委託費 2,019,839,703

設備関係費 3,741,396,209

研修費 2,695,586
経費 1,636,276,032 18,652,921,466

教育研究支援経費 246,982,549
受託研究費 1,575,727,555
共同研究費 595,585,375

受託事業費等 255,692,281

役員人件費 148,730,854

教員人件費

常勤教員給与 8,431,438,091

非常勤教員給与 2,545,341,151 10,976,779,242

職員人件費

常勤職員給与 6,205,063,114

非常勤職員給与 4,998,127,518 11,203,190,632 48,582,025,451

一般管理費 1,172,169,251

財務費用

支払利息 88,058,340 88,058,340

雑損

為替差損 151,650

その他雑損 6,673,597 6,825,247

経常費用合計 49,849,078,289

経常収益

運営費交付金収益 12,024,535,754

授業料収益 3,392,775,891

入学金収益 533,318,400

検定料収益 131,178,400

附属病院収益 27,027,881,473

受託研究収益 1,592,800,493

共同研究収益 601,942,017

受託事業等収益 263,177,916

施設費収益 303,764,018

補助金等収益 2,224,443,454

寄附金収益 1,269,217,701

資産見返運営費交付金等戻入 435,192,862

資産見返補助金等戻入 278,627,762

資産見返寄附金戻入 444,841,638

資産見返物品受贈額戻入 3,971,210

財務収益

受取利息 89,779 89,779

                             　　               損 　　益 　　計 　　算 　　書
                                               （令和３年４月１日～ 令和４年３月３１日）

4



雑益

財産貸付料収入 164,739,154

講習料収入 5,002,100

版権料・特許料収入 37,237,334

手数料収入 11,785,124

物品等売払収入 12,648,962

研究関連収入 256,798,433

保育料収入 68,166,464

徴収不能引当金戻入益 1,115,008

その他雑益 106,699,790 664,192,369

経常収益合計 51,191,951,137

経常利益 1,342,872,848

臨時損失

固定資産除却損 10,341,252 10,341,252

臨時利益

固定資産売却益 1,338,970

160,521,052

償却債権取立益 5,000 161,865,022

当期純利益 1,494,396,618

目的積立金取崩額 226,908,530

当期総利益 1,721,305,148

注記 当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

　　　　附属病院に関する借入金の元金償還額 1,878,040,506円

　　　　当該借入金により取得した資産の減価償却費 1,268,966,951円

　　　　当期総利益に与える影響額（差引き） 609,073,555円

0円

609,073,555円

　　　　法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価
　　　　償却費が診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額

運営費交付金収益

　①　国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借
     入金見合いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等
     によるもの

　②　国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合
     いの資産見返物品受贈額戻入が二重になっていることによるもの
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Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 -21,089,703,572
人件費支出 -22,827,812,152
その他の業務支出 -442,709,388
運営費交付金収入 12,197,387,000
授業料収入 3,383,780,545
入学金収入 445,240,400
検定料収入 134,058,400
附属病院収入 27,189,572,798
受託研究収入 1,851,456,301
共同研究収入 653,329,991
受託事業等収入 260,375,283
補助金等収入 2,481,475,440
寄附金収入 1,657,698,889
その他業務収入 766,752,113
預り金の増減 595,363
預り科学研究費補助金の増減 65,115,764

　 　業務活動によるキャッシュ・フロー 6,726,613,175

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 -2,420,167,987
有価証券の償還による収入 900,000,000
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 -4,040,462,945
定期預金の預入による支出 -397,370,000
定期預金の払戻による収入 2,397,370,000
預託金（預け金）の預入による支出 -600,000,000
預託金（預け金）の返還による収入 600,000,000
施設費による収入 1,519,235,000
　 小計 -2,041,395,932
利息の受取額 29,079,073

　 　投資活動によるキャッシュ・フロー -2,012,316,859

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
長期借入れによる収入 789,041,000
大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出 -756,914,506
長期借入金の返済による支出 -1,121,126,000
リース債務の返済による支出 -1,096,739,043
　 小計 -2,185,738,549
利息の支払額 -90,681,896

      財務活動によるキャッシュ・フロー -2,276,420,445

Ⅳ　資金に係る換算差額 － 

Ⅴ　資金増加額 2,437,875,871

Ⅵ　資金期首残高 9,644,669,805

Ⅶ　資金期末残高 12,082,545,676

注記
Ⅰ．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
　　　資金の期末残高 12,082,545,676
　　　（現金 16,296,441、普通預金12,066,249,235)
　　　定期預金 22,000,000
　　　現金及び預金 12,104,545,676

Ⅱ．重要な非資金取引
　　　１．ファイナンス・リースによる資産の取得 199,415,499
　　　２．寄附受けによる資産の取得 246,368,674

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）

（単位：円） 

（単位：円） 
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Ⅰ 当期未処分利益 1,721,305,148

当期総利益 1,721,305,148

Ⅱ 積立金振替額 8,978,584,146

前中期目標期間繰越積立金 8,656,617,583

教育、研究、診療等積立金（目的積立金） 321,966,563

Ⅲ 利益処分額

積立金 10,699,889,294

利益の処分に関する書類（案）

（単位：円） 
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（単位：円）

Ⅰ　業務費用

　　　　（１） 損益計算書上の費用

業務費 48,582,025,451

一般管理費 1,172,169,251

財務費用 88,058,340

雑損 6,825,247

臨時損失 10,341,252 49,859,419,541

　　　　（２） （控除）自己収入等

授業料収益 -3,392,775,891

入学金収益 -533,318,400

検定料収益 -131,178,400

附属病院収益 -27,027,881,473

受託研究収益 -1,592,800,493

共同研究収益 -601,942,017

受託事業等収益 -263,177,916

寄附金収益 -1,269,217,701

資産見返運営費交付金等戻入（授業料） -228,333,541

資産見返寄附金戻入 -444,841,638

財務収益 -89,779

雑益 -407,393,936

臨時利益 -1,343,970 -35,894,295,155

　　業務費用合計 13,965,124,386

Ⅱ　損益外減価償却相当額 998,715,022

Ⅲ　損益外減損損失相当額 -                         

Ⅳ　損益外利息費用相当額 1,070,640

Ⅴ　損益外除売却差額相当額 1,850,772

Ⅵ　引当外賞与増加見積額 -31,619,605

Ⅶ　引当外退職給付増加見積額 110,071,550

Ⅷ　機会費用

国又は地方公共団体の無償又は

減額された使用料による貸借取引

の機会費用 83,992,031

政府出資の機会費用 106,792,059 190,784,090

Ⅸ　国立大学法人等業務実施コスト 15,235,996,855

注記

１．国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
　　近隣の地代や賃借料を参考に算定しております。

２．政府出資の機会費用の計算に使用した利率　　　

国 立 大 学 法 人 等 業 務 実 施 コ ス ト 計 算 書
（令和3年４月１日～令和4年３月３１日）

　　日本相互証券が公表する第365回国債の令和4年3月31日利回り終値により計算しております。
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注    記 

 

 （重要な会計方針） 

 

 

当事業年度より、国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準

注解」報告書」（国立大学法人会計基準等検討会議 平成３０年６月１１日改訂）及び「「国立大学法

人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省 日本公認会計士協

会 令和２年１２月２４日最終改訂））に加えて、改訂後の国立大学法人会計基準（令和４年２月１０

日改訂）等のうち令和３事業年度から適用とされている項目に係る規定を適用して、財務諸表等を作成

しております。 

 

 １．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

期間進行基準を採用しております。 

なお、機能強化経費の一部については業務達成基準を、また、特殊要因経費については費用進行基

準を採用しております。また、「国立大学法人徳島大学における運営費交付金等の取扱基準」に基づ

き役員会の承認を得たプロジェクト事業等については、業務達成基準を採用しております。 

 

 ２．減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は以下

のとおりであります。 

建  物       ２～５０年 

建物附属設備     ２～１８年 

構 築 物       ２～５０年 

工具、器具及び備品  ２～２０年 

なお、国から承継した償却資産については見積耐用年数で、受託研究等収入により購入した償却資

産については当該研究期間を耐用年数としております。 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第８４）及び資産除去債務に対応する特定の除去費

用等（国立大学法人会計基準第９１）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額とし

て資本剰余金から控除して表示しております。 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいてお

ります。 

 

 ３．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 

将来の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び

破産更生債権等については、個別の債権の回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。 

 

 ４．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

翌期以降の運営費交付金により財源措置がされない教職員への賞与の支払いに備えるため、当該教

職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を引当金として計上しております。 

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引

当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。 

 

 ５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

(1) 任期を付される職員等の退職給付に備えるため、当該事業年度末における自己都合要支給額によ

り計上しております。 

(2) 任期を付される職員等以外の教職員の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がな

されるため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。 

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第８８ 
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  第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。  

 

６．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

時価のないもの 原価法を採用しております。 

 

 ７．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準 低価法を採用しております。 

評価方法 移動平均法を採用しております。 

ただし、医薬品及び診療材料については、当分の間、評価方法は最終仕入原価法により行っており

ます。 

 

 ８．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 

 ９．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

近隣の地代や賃借料を参考に計算しております。 

(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

「国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の算定に係る利回りについて（通知）」

（令和４年４月８日付け４文科高第２８号）に基づき、０．２１０％で計算しております。 

 

１０．リース取引の会計処理 

リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

 

１１．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 
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 （固定資産の減損） 

 

  

１． 減損の兆候が認められた固定資産に関する事項 

 用途 種類 場所 帳簿価額 備考 

教育施設 建物 徳島県徳島市 102,961,652円 （注１） 

宿泊施設 建物 徳島県徳島市 1,391,979円 （注１） 

寄宿舎 建物 徳島県板野郡北島町 31,306,689 円 （注１） 

寄宿舎 建物 徳島県板野郡北島町 41,574,921 円 （注１） 

宿泊施設 建物 徳島県徳島市 7,629,658円 （注１） 

通信用 電話加入権 徳島県徳島市 1,456,000円 （注２） 

   減損の兆候の概要及び減損を認識しない根拠 

（注１） 稼働率の著しい低下が見られますが、新型コロナウイルス感染症の影響による一時的なものであり、 

新型コロナウイルス感染症収束後は稼働率回復の見込みがあるため、減損を認識しておりません。 

（注２） 正味売却額は帳簿価格から 50%以上下落しておりますが、使用価値相当額（ＮＴＴの公定価格）が帳 

簿価額を上回るため、減損を認識しておりません。 

 

 

 

 （退職給付に係る注記） 

 

 

 １．採用している退職給付制度の概要 

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。当該制

度では、給与と勤務時間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給

付費用を計算しております。 

  

２．確定給付制度 

(1)簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付引当金                 367,350,713円 

 退職給付費用（退職給付引当金繰入）              83,772,642円 

 退職給付の支払額                     △ 13,080,249円 

 その他                          △ 2,384,591円 

期末における退職給付引当金                 435,658,515円 

 

  (2)退職給付に関連する損益 

簡便法で計算した退職給付費用（退職給付引当金繰入）     83,772,642円 
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 （金融商品に関する注記） 

 

 

 １．金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債、政府保証債及び金銭信託等、主に安全性の高

い金融商品に限定し、資金調達については大学改革支援・学位授与機構からの借入れに限定しており

ます。 

資金運用に当たっては、国立大学法人法第 35 条が準用する独立行政法人通則法第 47 条及び国立大

学法人法第３４条の３第２項の規定に基づき、格付け機関の評価がＢＢＢ以上の金融機関等への預金、

社債及び金銭信託等を保有しております。なお、当該運用資産は、金利や為替の変動による市場リス

クや信用リスク等を包含していますが、国立大学法人徳島大学資金運用管理規則及び国立大学法人徳

島大学資金運用管理方針に基づき適切なリスク管理を実施し、資金の運用状況や管理運用業務の実施

状況を監視するために設置された資金運用管理委員会に報告しています。また、寄附により株式を取

得しておりますが、寄附目的が本学の業務を不当に拘束することはありません。 

未収附属病院収入は、債権管理要領に沿ってリスク管理を行っております。 

大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は大学病院の整備資金であり、文部

科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。 

 

 ２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

                                                                                         （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 貸借対照表計上額(※1) 時価(※1) 差額  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)投資有価証券及び有価証券 

   満期保有目的の債券 

   その他有価証券 

 

4,800,000,000  

383,195,520  

 

4,828,904,900  

383,195,520  

 

28,904,900  

－  

(2)破産更生債権等 

徴収不能引当金 

 

6,470,843  

△6,470,843  

 

 

 

 

－  －  －  

(3)現金及び預金 12,104,545,676 12,104,545,676 －  

(4)未収附属病院収入 

徴収不能引当金 

 

5,069,965,140 

△9,787,786 

  

5,060,177,354 5,060,177,354 － 

(5)大学改革支援・学位授与 

  機構債務負担金       

 

(2,202,938,358) 

 

(2,248,693,824) 

 

45,755,466  

(6)長期借入金 (14,218,821,000) (13,358,743,652) 860,077,348 

(7)リース債務（※2） (1,697,075,550) (1,681,096,063) △15,979,487  

(8)未払金     (7,247,208,603) (7,247,208,603) －  

  （※1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

  （※2）貸借対照表上、一年超のリース債務は「長期未払金」に、一年以内のリース債務は「未払金」 

     に含まれております。 

（注 1）金融商品の時価の算定方法 

(1)投資有価証券及び有価証券 

これらの時価については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 

(2)破産更生債権等 

破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定して

いるため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似して

おり、当該価額をもって時価としております。 

(3)現金及び預金、並びに(4)未収附属病院収入 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によって

おります。 

(5)大学改革支援・学位授与機構債務負担金、(6)長期借入金及び(7)リース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入れ又は、リース取引を行った場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

(8)未払金 
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短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。 

（注 2）非上場株式（貸借対照表計上額 773,976,451円）及び新株予約権（貸借対照表計上額 4円）は、

市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが

極めて困難と認められるため、「(1)投資有価証券及び有価証券」には含めておりません。 

 

  

 

（資産除去債務に係る注記） 

 

 

 １．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

(1) 資産除去債務の概要 

アスベスト関連法令に基づき、建物の解体等の作業によるアスベストの除去費用および当該アスベ

ストの処理費用を合理的に見積り、資産除去債務を計上しております。 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

負債計上した資産除去債務の金額の算定にあたっては、支出発生までの見込期間を 12 月～298 月と

見積り、割引率は、0％～2.25％を使用しております。 

(3) 資産除去債務の総額の期中における増減内容 

 

 

 

 

変動の内容 当会計年度における総額の増減  

 

 

 

前事業年度末残高 76,781,123 円 

当期増加額 24,673,000 円 

時の経過による調整額 1,070,640 円 

資産除去債務の履行等による減少額 △15,969,131 円 

当事業年度末残高 86,555,632 円 

 

 ２．貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務 

本学は、放射性同位元素等に関連する法律等に基づき、放射性同位元素等によって固定資産が汚染

された場合には、廃棄時に法令上の除去義務を有しておりますが、廃棄までの期間が明確でなく、ま

た、将来の汚染の程度も現時点では不明であることから、資産除去債務を合理的に見積ることができ

ません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

 

 

 （重要な債務負担行為）    

                                                                                          （単位：円） 

契 約 内 容 主 な 契 約 先 

翌 年 度 以 降 支 払 金 額 

一 年 内 一 年 超 合 計 

徳島大学蔵本キャンパス福利厚生

施設等整備運営事業（宿舎棟） 

三菱 HC キャピタルプロ

パティ（株） 
19,074,815 495,945,190 515,020,005 

計  19,074,815 495,945,190 515,020,005 
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